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                                   〈諸塚村のむらづくりの基本コンセプト（目指すべき方向）〉 

 
 
 
 
 
 
〈基本構想〉                                                                〈実施計画〉 

森の恵み 
  ・ 
人情味あふ

れる村民性 

 
誇りうる 
村づくり 

① 九州中央山地に位置する豊かな森の恵みを素直に享受し、住民が快適に暮らせる“素” 
が美しい森之国”を創ること 
② 森の恵みを永続的に活用し、今後とも林業を地域経営の柱にしつつも交流人口の誘致を 
図り、林業と交流産業を中心とした“複合経営”を行うこと 
③ 教育や福祉等についても全村森林公園化事業に関連させ、“二人三脚・三人四脚”で充実

を図ること 
④ 全村森林公園を構成する諸施設の運営等は、１６の“公民館主導”で行うこと 
⑤ 全て事業は可能な限り“自立・自走”できるようにすること 

① 美しい魅力的な住環境づくり 
② 新しい諸塚村の文化づくり 
③ 観光振興 
④ 地場産業おこし 
⑤ 村・商店街のにぎわいづくり 
⑥ 若者の定住促進 

〈全村森林公園化＝諸塚村の村おこしの方針〉 

森の恵み・人のふれあい；村設公民館営 
全村森林公園・諸塚 

百彩の森づくり 

「百彩の森づくり」とは、「山桜の森」「紅葉の森」な

どをはじめ、森の恵みを販売する「ふれあいの森」、

森の中の家を活用した「交流の森（宿）」など、様々

な“森づくり”の総称です。 
なお、「百彩」は、「ひゃくさい」→「百歳」＝「長生

き」という意味も込めています。 

① 森の環境 
② 清潔な水 
③ きれいな空気 
④ 豊かな林産物 
⑤ 森の暮らしの知恵 
⑥ 森の暮らしの歴史 

 
 
 
 
 
   〈基本計画〉 
                                                                         

第４章 
生産にはげみ伸びゆく

村に育てましょう 
（行政・産業・経済） 

第３章 
健康につとめ明るい

家庭をつくりましょう 
（保健・福祉・医療） 

第２章 
教養を高め心豊かな

人になりましょう 
（生涯学習） 

第１章 
郷土を愛し美しい自然

を守りましょう 
（生活環境） 

第１章 
 
行財政の効率的運用 

１．道路網の整備 
２．河川の整備 
３．住宅の整備 
４．情報・通信網の整備 
５．消防・防災 
６．交通対策 
７．生活環境施設整備 
８．自然環境の保全 
９．地域の活性化 

１．教育の基盤づくり 
・家庭教育・乳幼児教育 
・義務教育・高校大学等の教育
・ふれあい教育 
・スポーツ・レクリエーション
・自治公民館活動 
２．社会教育の推進と生涯
学習の環境づくり 
・生涯学習の推進・少年教育
・青年教育・人権教育 
・女性教育・成人教育 
・高齢者教育 
３．地域文化の継承と創造 
・伝統文化の継承と文化の創造  
・芸術の振興・国際交流の促進

１．高齢者福祉の充実 
２．低所得者援護対策 
３．児童福祉の充実 
４．母子・父子福祉の充実

５．心身障害者福祉対策

６．健康づくりの推進 
７．医療の充実 
８．社会保障制度の充実

９．介護保険 

１．農業の振興 
２．林業の振興 
３．水産業の振興 
４．商工業の振興 
５．ふれあい観光の振興 
６．総合産業の展開 

１．行政サービス及び事

務事業の見なおし 
２．広域的な行政に 
関する検討 
３．財政規模の適正化 
４．村債発行の抑制 
５．経常経費の削減 
６．納税完納の推進 

１．情報公開制度の整備

２．行政情報の共有化 
３．住民参加の促進 
４．女性の積極的な登用

第２章 
 
住民参加と情報公開 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
                                                                                                          


